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美祢市美東総合支所庁舎等整備実施設計業務特記仕様書 

 

１ 業務名 

  美祢市美東総合支所庁舎等整備実施設計業務 

 

２ 業務の目的 

  本業務は、美東総合支所庁舎が耐震性能不足、老朽化及びバリアフリー対応の遅れ

など様々な課題を抱えている中で、これらの課題の解決と市民サービスの向上を目指

して建替え（総合支所・公民館・図書館・児童クラブ・民間施設の複合施設）を行う

ため、実施設計業務の委託を行うものである。 

なお、業務の遂行に当たっては、「美祢市新美東総合支所庁舎等整備基本計画」（以

下「基本計画」という。）及び「美祢市新美東総合支所庁舎等整備基本設計」（以下「基

本設計」という。）を踏まえるとともに、可能な限り、イニシャルコスト及びランニン

グコストの縮減に努めるものとする。 

 

３ 履行期間  

契約締結の日から令和 5年 4月 28日までとする。（想定 13ヶ月） 

ただし、成果物等の提出時期は、「６ 成果物等及び提出部数」を確認のこと。 

 

４ 業務の内容 

 （１）業務計画書の提出 

受注者は、次に掲げる事項を記載した業務計画書を契約締結後速やかに発注者

に提出し、監督職員の承諾を得るものとする。 

ア 業務概要 

業務の実施方針 

イ 業務工程・スケジュール 

作業項目別工程計画、発注者及び関係者との打合せ・協議計画 

ウ 業務実施体制 

組織計画（協力事業所、再委託を含めた体系図）、業務担当表、連絡体制、

連絡先 

エ 管理技術者 

氏名、生年月日、所属、役職、保有資格、実務経験及び手持ち業務 

オ 担当主任技術者 

氏名、生年月日、所属、役職、保有資格、実務経験及び手持ち業務 

カ 協力事業所及び再委託先 

名称、代表者名、所在地、分担担当分野、協力を受ける理由及び内容並びに

主任技術者（建築（意匠）を除く。）の氏名、生年月日、所属、役職、保有資

格、実務経験及び手持ち業務 



 

 

 

※ 協力事業所への協力又は業務の一部においては下請に付する場合には、美

祢市内に営業所を有する者（以下「市内業者」という。）の中から優先して

選定するよう努めるものとする。ただし、この規定の趣旨は、美祢市が請負

者の自由な協力を要請するものであり、請負者が美祢市の要請に応じなかっ

た場合に、請負者に対して不利益を課すものではない。 

 

（２）実施設計業務の内容及び範囲 

次に掲げるもの（設備類の設置、システムの採用に関しては、その必要性及び

費用対効果等を検証した上で、監督職員と協議を行って判断すること。）のほか、

平成 31年度国土交通省告示第 98号に掲げるものとする。（詳細は、別添１「実

施設計業務の内容」による。） 

ア 美東総合支所庁舎棟実施設計業務（規模：1,742㎡程度） 

①建築（意匠）実施設計 

②建築（構造）実施設計 

③電気設備実施設計 

④機械設備（給排水衛生設備・空気調和設備等）実施設計 

イ 関係法令等による申請書・届出書の作成及び手続業務（手数料は市の負担と

する。詳細は、８ 留意事項（４）による。） 

①建築確認申請に係る資料の作成及び申請手続業務（山口県条例等に基づく

申請手続を含む。） 

②省エネルギー関係計算書の作成及び建築物省エネ法に係る適合性判定申

請手続業務 

③その他、必要な関係法令及び条例等に基づく申請関係 

 

（３）積算業務の内容及び範囲 

実施設計業務を行った設計図書に基づく次に掲げる積算業務を行うこと。 

ア 積算業務（建築、電気設備、機械設備） 

積算数量算出書の作成、積算数量調書の作成、単価根拠資料の作成、見積り

の徴取、見積検討資料の作成、工事費内訳書の作成 

※ 見積りによる単価を採用する場合は、原則として３社以上の業者から徴取

するとともに、市場単価を調査し、実勢に応じた単価を採用すること。ただ

し、特殊な機能を持つ材料、設備等について、複数業者による見積りの徴取

が困難なものについては、使用の可否も含め、発注者と十分協議を行うもの

とする。また、工種ごとに比較表を作成すること。 

 

（４）その他業務の内容及び範囲 

ア 外構設計 

駐車・駐輪場、車路、広場、植栽、雨水排水処理、屋外照明等の設計、積算



 

 

 

を行うこと。また、これに伴う関係法令等による申請書・届出書の作成及び手

続業務を行うこと。 

イ 敷地測量業務 

建設予定地の基準点測量、地形測量、路線測量及び用地測量を行うこと。（詳

細は、別添５ 敷地測量業務の内容） 

ウ 地質調査業務 

建設候補地において地質調査を行うこと。（詳細は、別添６ 地質調査業務

の内容） 

    エ 木材使用数量資料の作成 

      市有林を含めた使用木材の製材業務に関する数量（材種、寸法、本数等）の

算定。 

オ 概略工事工程表の作成 

カ オフィス環境整備業務 

既存家具（デスク、収納庫等）を調査し、再利用リスト、新規購入リスト、

廃棄リストを作成する。併せて、インテリア設計も行う。なお、調査対象範囲

は、美東総合支所関連諸室（公民館、図書館、児童クラブを含む）とする。 

また、美東総合支所にて保管可能な文書量を提示すること。 

キ サイン計画（内外部） 

各種サインを検討し、実施設計に反映すること。なお、わかりやすさに配慮

するため本庁舎、秋芳総合支所との調整も図ること。 

ク サーバ及びネットワーク等の設備設計 

現電算室に設置しているサーバ及びネットワーク機器等の移設及び庁内Ｌ

ＡＮ・ＷＡＮ等のネットワークの構築に必要な設計（担当部局との協議、検討）

を行い、実施設計に反映すること。 

ケ サイレン等の設備設計 

サイレン、内部雷保護設備、構内情報通信網設備、雨水排水利用設備、電話・

FAX回線等、セキュリティ設備、計測震度計の移設等、必要な設備の設計を行

う。 

コ 各種補助等申請関係資料の作成 

補助等申請が可能なものを調査し、検討し、提案すること。申請可能であれ

ば、市が申請を行うための資料作成を補助すること。なお、補助対象内外経費

仕分け作業も含む。 

サ 透視図作成業務 

鳥瞰図、外観図、内観図を作成すること。※詳細は、別添３による。 

シ 模型作成業務 

敷地周辺部（前面道路等）まで含む模型を作成すること。※詳細は、別添３

による。 

ス 長期修繕計画の作成 



 

 

 

適切に施設を維持管理していくため、長期修繕計画（30年程度）を作成する

こと。なお、長期修繕計画には、概算事業費の算出も含む。 

セ 解体設計業務 

敷地内にある以下のプレハブ倉庫の解体設計、積算を行うこと。 

・プレハブ倉庫１ 軽量鉄骨造 平屋 16.6x6.5m 既設図面なし 

・プレハブ倉庫２ 軽量鉄骨造 平屋 4.6x4.5m 既設図面なし 

ソ 庁内会議及び市議会、有識者会議等における説明資料等の支援 

各種会議等で必要となる説明用資料を作成すること。必要に応じ、会議等に

出席し、説明を支援すること。 

 

５ 業務の実施 

（１）一般事項 

ア 本業務は、提示された設計与条件及び適用基準等によって行い、有識者会議、

庁内検討委員会及び市議会等と随時合意形成を図りながら進めるものとする。 

イ 材料、設備等については、できる限り特殊なものを使用せず、原則として同

等品を認めるなど、建設コストの削減に努めるものとする。 

ウ 積算業務は、発注者の承諾を受けた設計図書及び適用基準等によって行う。 

 

（２）打合せ及び記録 

打合せは原則、次の時期及び業務計画書に基づき実施し、受注者は記録（電話

によるやり取りも含む）を作成し、７日以内に発注者に提出すること。 

ア 業務着手時 

イ 発注者又は管理技術者が必要と認めた時 

ウ その他 

 

（３）適用基準等 

本業務の実施に当たっては、建築基準法その他関係法令並びにその他そこに基

づく条例及び規則等の規定によるほか、特記なき場合は、国土交通省大臣官房官庁

営繕部が制定又は監修したもの（最新版）によるものとし、事前に監督職員の承諾

を得ること。また、下記に掲げるものを含む各種適用基準（最新版）の適用の要否

については、監督職員と協議するものとする。 

【共通】 

ア 官庁施設の基本的性能基準 

イ 官庁施設の企画書及び設計説明書作成要領 

ウ 官庁施設の総合耐震・耐津波計画基準 

エ 官庁施設の環境保全性基準 

オ 官庁施設のユニバーサルデザインに関する基準及び同解説 

カ 官庁施設の防犯に関する基準 



 

 

 

キ 官庁施設の設計段階におけるコスト管理ガイドライン 

ク 山口県福祉のまちづくり条例 

【建築】 

ア 公共建築工事標準仕様書（建築工事編） 

イ 建築設計基準 

ウ 建築構造設計基準 

エ 建築工事設計図書作成基準及び同解説 

オ 建築工事標準詳細図 

カ 構内舗装・排水設計基準 

【設備（電気、機械等）】 

ア 建築設備計画基準 

イ 建築設備設計基準 

ウ 建築設備工事設計図書作成基準 

エ 公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編） 

オ 公共建築設備工事標準図（電気設備工事編） 

カ 公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編） 

キ 公共建築設備工事標準図（機械設備工事編） 

ク 排水再利用・雨水再利用システム計画基準 

ケ 建築設備耐震設計・施工指針 

コ 建築設備設計計算書作成の手引き 

【積算基準】 

ア 公共建築工事積算基準 

イ 公共建築数量積算基準 

ウ 公共建築工事共通費積算基準 

エ 公共建築工事標準単価積算基準 

オ 公共設備数量積算基準 

カ 公共建築工事内訳書標準書式（建築工事編） 

キ 公共建築工事内訳書標準書式（設備工事編） 

ク 公共建築工事見積標準書式（建築工事編） 

ケ 公共建築工事見積標準書式（設備工事編） 

 

６ 成果物等及び提出部数 

成果物等については下記を基本とし、詳細は別添２「実施設計業務の成果物及び提

出部数」、別添３「その他の業務の成果物及び提出部数」、別添４「積算業務の成果物

及び提出部数」、によるものとする。 

なお、別添に定めがないものについては、別途発注者の指示によるものとする。 

（１）成果物等の提出先 

美祢市総務企画部 美東総合支所 総合窓口班 



 

 

 

（２）成果物等と提出期限 

 成果物等 提出期限 

ア 業務計画書 契約後 14日以内 

イ 
管理技術者及び照査技術者届 

※照査技術者の配置は任意 
配置後速やかに 

ウ 木材使用数量資料 令和４年７月上旬 

エ 工事費概算書 令和４年 10月上旬 

オ 各種補助申請資料 適宜 

カ 告示第 98号の成果図書（原図） 令和５年 2月 20日 

※確認申請提出後に設計

図書、工事費内訳書の修

正が必要となった場合

は、随時報告、修正を行

うこと。 

キ 設計根拠及び技術資料 

ク 確認申請書等の各種申請書 

ケ 
工事費内訳書（建築工事、電気設備工事、機

械設備工事、解体工事） 

※外構は各種工事に含める。 

コ 積算根拠資料 

サ 測量調査報告書（別添５） 

シ 地質調査報告書（別添６） 

ス 概略工事工程表 

セ オフィス調査報告書 

ソ 透視図 

タ 模型 

チ 長期修繕計画書 

ツ 解体に関する設計図書 

テ 確認済証 令和５年４月 28日 

ト 建築確認申請書（副本） 

ナ 業務打合せ簿 打合せ後７日以内 

ニ 業務完成通知書 業務完了時 

ヌ 業務引渡書 完了検査後 

 

（３）記載内容の整理 

電子データ及び設計図書等については、工事種目、工事科目等により分かりやす

く整理すること。 

その他、発注者と協議の上整理すること。 

 

（４）提出媒体 

各成果物については、原則として、原図、製本及び電子データにより提出するこ

と。 

 



 

 

 

（５）電子データの種類 

電子データの種類は、原則として PDF とする。ただし、工事費内訳書は RIBC2、

その他数量計算書等は EXCEL、設計図は PDF及び JWW若しくは DXFによる提出とす

る。 

 

（６）部数の追加 

成果物等の提出部数は、適宜、追加してもよい。 

 

（７）著作権 

本業務の成果物の著作権及び所有権は、全て発注者に帰属するものとし、工事発

注用資料、工事遂行のために必要な資料等として使用することができるものとす

る。 

なお、提出されたＣＡＤデータについては、美東総合支所庁舎等整備工事等の請

負業者に貸与し、当該工事における施工図の作成、当該施設の完成図の作成及び完

成後の維持管理に使用する。 

 

７ 与条件 

（１）敷地の条件等 

ア 敷地面積 8912.115㎡（敷地測量業務にて整理のこと） 

イ 用途地域等 都市計画区域外 

ウ 防火地域  指定なし 

エ 建ぺい率  指定なし 

オ 容積率   指定なし 

カ 地域・地区等   特になし 

 

（２）貸与可能図書等 

基本設計の成果物 

 

（３）建物の条件等 

ア 新美東総合支所庁舎棟 

延床面積は、1,742㎡程度とする。 

内訳 増築部：公民館 348㎡、図書館 173㎡、児童クラブ 148㎡、 

共用部 209㎡ 

改修部：総合支所庁舎 317㎡、公民館 299㎡、共用部 248㎡ 

 

 （４）検討事項等 

    脱炭素社会に向けた住宅・建築物における省エネ対策等のため、太陽光パネル

の設置及び蓄電池を取り入れた設計とすること。 



 

 

 

（５）その他 

その他設計に必要となる詳細な条件については、発注者と受注者において確認・

協議する。 

 

８ 留意事項 

（１）管理技術者等の資格要件等 

管理技術者の資格要件は、建築士法（昭和 25年法律第 202号）第 2条第 2項に

よる一級建築士とする。 

 

（２）現地調査 

各調査の内容で現地調査を伴うものについては、作業日程及び作業内容につい

て、事前に監督職員と打合せを行った上で行うこと。 

 

（３）設計業務内容に関する説明等 

ア 受注者は、有識者会議、庁内検討委員会及び市議会等において、作成した設

計図書等について合意を得るために協力すること。 

イ 上記の会議等における意見等に基づき発注者から指示があったときは、受

注者は、設計内容の見直し及びそれに基づく修正等を行うこと。また、発注者

の指示により検討を求められた事項については、技術的検討を行い、その結果

を報告し指示を受けること。 

 

（４）建築確認申請手続等について 

受注者は、当該実施設計業務の対象施設の建設に伴う建築基準法等関係法令に

適合させた図書を作成し、建築基準法等関係法令の手続（建築物構造計算適合判定

を含む。）を行うこと。 

ア 建築確認申請図書等の作成 

受注者は、その責任において、建築基準法等関係法令に適合させた図書を完

成させること。 

イ 建築確認申請等の手続業務について 

受注者は、確認申請の手続（提出、説明、照合、受領業務）等を行うこと。

この手続において、「適合しない」又は「決定できない」と判断された場合な

どの設計内容の瑕疵は、受注者の責任において適合させること。 

ウ 建築確認申請等の手数料について 

建築確認申請等に必要となる手数料は、市の負担とする。ただし、次のとお

り限度額を定めるため、これを超える場合は受注者にて負担すること。 

建築確認申請手数料：\53,000 

構造計算適合性判定：￥183,000 

省エネ適合性判定手数料：\170,000 



 

 

 

 

（５）受注者は、業務の履行に伴って事故が生じた場合には、直ちに発注者及び所轄

警察署その他関係機関に報告するとともに、応急処置を講ずるものとする。 

 

（６）受注者は、業務の履行による個人情報の取扱いに当たっては、美祢市個人情報

保護条例（平成 20年 3月 21日条例第 10号）を遵守し、個人の権利利益を侵害す

ることのないよう努めること。 

 

（７）受注者は、本業務の工程管理等の共有のため、最低月１回は工程管理等の協議

を市と行うこと。 

 

（８）業務の履行に当たっては、労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）その他関係法

令を遵守すること。 

 

（９）その他仕様書に定めのない事項であっても、本業務の目的達成のために性質上

必要と思われるものは、受注者の責任において完備すること。また、その他疑義

が生じた事項は、発注者と受注者がその都度協議の上、決定するものとする。 

 


